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１ 風致地区制度のあらまし 

(1) 風致地区とは 

 風致地区とは、都市における風致を維持するために定められる都市計画法（以下、「法」と

いう。）第 8 条第 1 項第 7 号に規定する地域地区です。 

 「都市の風致」とは、都市において水や緑などの自然的な要素に富んだ土地における良好な

自然的景観であり、風致地区は、良好な自然的景観を形成している区域のうち、土地利用

計画上、都市環境の保全を図るため風致の維持が必要な区域について定めるものです。 

 館林市では、城沼風致地区、茂林寺風致地区、多々良沼風致地区の３地区が都市計

画決定されています。 

名    称 決定年月日  面 積（ha） 建築物等の制限  

城沼風致地区  
（S 33.9.4 当初） 

H 22.9.21 変更 

（113.8） 

122.36 

建蔽率：40％以下 

高さ：15ｍ以下 

壁面後退  

道路境界から 2ｍ以上 

隣地境界から 1ｍ以上 

茂林寺風致地区  S 33.9.4 33.84 

多々良沼風致地区  
（S 33.9.4 当初） 

S 40.1.14 変更 

（129.01） 

123.51 

計(3 地区)  279.71  
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 「風致地区内における建築等の規制に係る条例の制定に関する基準を定める政令」で定め

る基準に従い、地方自治体の条例により、風致を維持するため必要な規制をすることができま

す。 

 館林市では、「館林市風致地区内における建築等の規制に関する条例」（以下、「条例」

という。）等に基づき、風致地区内行為の許可等を行います。 

(2) 許可等を要する行為 

ア 許可 

 風致地区内で次に掲げる行為をしようとする者は、あらかじめ市長の許可を受けなけれ

ばなりません。（条例第 2 条第 1 項） 

 なお、条例第 2 条第 2 項に定められた行為（都市計画事業の施行として行う行為な

ど）に該当する場合は、許可を受けることを要しません。 

 建築物その他の工作物の新築、改築、増築又は移転 

 宅地の造成、土地の開墾その他の土地の形質の変更 

 木竹の伐採 

 土石の類の採取 

 水面の埋立て又は干拓 

 建築物等の外装の色彩の変更 

 屋外における土石、廃棄物又は再生資源の堆積 

イ 協議 

 国、県又は市の関係機関（規則で定める独立行政法人等を含む）が行う行為につ

いては許可を要しませんが、あらかじめ市長に協議しなければなりません。（条例第 2 条第

3 項） 

ウ 通知 

 条例第 3 条に定められた行為（高速自動車国道若しくは道路法による自動車専用

道路の新設、改築、維持、修繕など）については許可及び協議を要しませんが、あらかじ

め市長にその旨を通知しなければなりません。（条例第 3 条第 1 項） 

(3) 許可等手続き判別フロー 

 風致地区許可等手続き判別フローに基づき、必要な手続きを行ってください。 

 なお、判別ができない場合など不明な点等ございましたら、館林市役所都市建設部都市計

画課（℡０２７６－４７－５１４９）へお問い合わせください。 



3 

【風致地区許可等手続き判別フロー】 

条例第2条第１項に定められた行為【許可】に

該当するかか。

【許可不要】 条例第２条第２項各号【許可不要】に

該当するか。

条例第２条第３項各号【協議】に

該当するか。

条例第３条各号【通知】に

該当するか。

【許可】

【通知】

条例第３条各号【通知】に

該当するか。

【協議】

該当しない  該当する  

該当する  

該当しない  

該当する  該当しない  

該当しない  

該当する  

該当しない  

該当する  
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ア 許可を受けることを要しない行為（条例第 2 条第 2 項） 

 都市計画事業の施行として行う行為 

 国、県若しくは市又は当該都市計画施設を管理することとなる者が、当該都市施

設又は市街地開発事業に関する都市計画に適合して行う行為  

 非常災害のため必要な応急措置として行う行為 

 建築物の新築、改築、増築又は移転で、当該新築、改築、増築又は移転に係る

部分の床面積の合計が 10 平方メートル以下であり、かつ、第４条第１項第１号ウ

（ア）、（イ）、（ウ）及び（カ）に掲げる基準に適合するもの 

 次に掲げる工作物（建築物以外の工作物をいう。以下同じ。）の新築、改築、増

築又は移転 

 新築、改築、増築又は移転に係る部分の高さが 1.5 メートル以下の工作物 

 仮設の工作物 

 地下に設ける工作物 

 消防又は水防の用に供する望楼及び警鐘台 

 その他規則で定める工作物 

 面積が 10 平方メートル以下の宅地の造成等で、高さが 1.5 メートルを超えるのりを生

ずる切土又は盛土を伴わないもの 

 次に掲げる木竹の伐採 

 間伐、枝打ち、整枝等木竹の保育のため通常行われる木竹の伐採 

 枯損した木竹又は倒壊等危険のある木竹の伐採 

 自家の生活の用に充てるために必要な木竹の伐採 

 仮植した木竹の伐採 

 この項各号及び次条各号に掲げる行為のため必要な測量、実地調査又は施

設の保守の支障となる木竹の伐採 

 土石の類の採取で、その採取による地形の変更が第６号の宅地の造成等と同程

度のもの 

 面積が 10 平方メートル以下の水面の埋立て又は干拓 

 この項に掲げる建築物等の新築、改築、増築又は移転に伴う当該外装の色彩の

変更 

 面積が 10 平方メートル以下であり、かつ、高さが 1.5 メートル以下の土石等の堆積そ
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の他規則で定める土石等の堆積 

 前各号に掲げるもののほか、次に掲げる行為 

 法令又はこれに基づく処分による義務の履行として行う行為  

 建築物の存する敷地内で行う次の行為 

➢ 工作物のうち、当該敷地に存する建築物に附属する物干場、受信用の空

中線系（その支持物を含む。以下同じ。）その他これらに類する工作物の

新築、改築、増築又は移転 

➢ 高さが５メートルを超えない木竹の伐採（伐採後の当該敷地の状況が第

４条第１項第１号ウ（エ）に掲げる基準に適合しない場合を除く。） 

 電気通信事業法（昭和 59 年法律第 86 号）による認定電気通信事業又

は有線電気通信設備を用いて行われるラジオ放送（放送法（昭和 25 年法

律第 132 号）第 64 条第１項ただし書に規定するラジオ放送をいう。以下同

じ。）の業務（共同聴取業務に限る。以下同じ。）の用に供する線路又は空

中線系のうち、高さが 15 メートル以下であるものの新築（有線電気通信設備

を用いて行われるラジオ放送の用に供する線路又は空中線系に係るものに限

る。）、改築、増築又は移転 

 農林漁業を営むために行う次の行為 

➢ 工作物（幅員が２メートルを超える用排水路、農道及び林道の設置を除

く。）の新築、改築、増築又は移転 

➢ 宅地の造成等（宅地の造成又は土地の開墾を除く。） 

➢ 木竹の伐採（林業を営むため以外の森林の択伐又は皆伐を除く。） 

イ 協議（条例第２条３項） 

 国、県又は市の機関（規則で定める独立行政法人等を含む。以下この項において

「国等の機関」という。）が行う行為については、第１項の許可を受けることを要しな

い。この場合において、当該国等の機関は、その行為（前項に掲げる行為に該当す

るものを除く。）をしようとするときは、あらかじめ市長に協議しなければならない。 

ウ 適用除外（条例第 3 条第 1 項）※通知が必要 

 高速自動車国道若しくは道路法（昭和 27 年法律第 180 号）による自動車専

用道路の新設、改築、維持、修繕若しくは災害復旧（これらの道路とこれらの道路

以外の道路（道路運送法（昭和 26 年法律第 183 号）による一般自動車道を
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除く。）とを連絡する施設の新設及び改築を除く。）又は道路法による道路（高

速自動車国道及び自動車専用道路を除く。）の改築（小規模の拡幅、舗装、

勾配の緩和、線形の改良その他道路の現状に著しい変更を及ぼさないものに限

る。）、維持、修繕若しくは災害復旧に係る行為 

 道路運送法による一般自動車道及び専用自動車道（鉄道若しくは軌道の代替

に係るもの又は一般乗合旅客自動車運送事業の用に供するものに限る。）の造設

（これらの自動車道とこれらの自動車道以外の道路（高速自動車国道及び道路

法による自動車専用道路を除く。）とを連絡する施設の造設を除く。）又は管理に

係る行為  

 自動車ターミナル法（昭和 34 年法律第 136 号）によるバスターミナルの設置又は

管理に係る行為 

 河川法（昭和 39 年法律第 167 号）第３条第１項に規定する河川又は同法第

100 条第１項の規定により指定された河川の改良工事の施行又は管理に係る行

為 

 独立行政法人水資源機構法（平成 14 年法律第 182 号）第 12 条第１項第

１号、第２号イ及び第３号（水資源開発施設に係る部分に限る。）に規定する

業務に係る行為（前号に掲げるものを除く。） 

 砂防法（明治 30 年法律第 29 号）による砂防工事の施行又は砂防設備の管理

（同法に規定する事項が準用されるものを含む。）に係る行為  

 地すべり等防止法（昭和 33 年法律第 30 号）による地すべり防止工事の施行又

は管理に係る行為 

 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和 44 年法律第 57 号）によ

る急傾斜地崩壊防止工事の施行又は管理に係る行為 

 森林法（昭和 26 年法律第 249 号）第 41 条に規定する保安施設事業の施行

に係る行為 

 国有林野内において行う国民の保健休養の用に供する施設の設置又は管理に係

る行為  

 森林法第５条の地域森林計画に定める林道の新設及び管理に係る行為 

 土地改良法（昭和 24 年法律第 195 号）による土地改良事業の施行に係る行

為（水面の埋立て及び干拓を除く。） 
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 地方公共団体又は農業等を営む者が組織する団体が行う農業構造、林業構造

又は漁業構造の改善に関し必要な事業の施行に係る行為（水面の埋立て及び干

拓を除く。） 

 独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構が行う鉄道施設の建設（駅、

操車場、車庫その他これらに類するもの（以下「駅等」という。）の建設を除く。）

又は管理に係る行為 

 鉄道事業法（昭和 61 年法律第 92 号）による鉄道事業者又は索道事業者が

行うその鉄道事業又は索道事業で一般の需要に応ずるものの用に供する施設の建

設（鉄道事業については、駅等の建設を除く。）又は管理に係る行為 

 航空法（昭和 27 年法律第 231 号）による航空保安施設で公共の用に供するも

の又は同法第 96 条に規定する指示に関する業務の用に供するレーダー若しくは通信

設備の設置又は管理に係る行為 

 国、地方公共団体等が行う気象、地象又は洪水その他これに類する現象の観測

又は通報の用に供する設備の設置又は管理に係る行為 

 国又は地方公共団体が行う通信業務の用に供する線路又は空中線系及びこれら

に係る電気通信設備を収容するための施設の設置又は管理に係る行為 

 認定電気通信事業の用に供する線路又は空中線系及びこれらに係る電気通信設

備を収容するための施設の設置又は管理に係る行為 

 放送法（昭和 25 年法律第 132 号）による基幹放送の用に供する線路又は空中

線系及びこれらに係る電気通信設備を収容するための施設の設置又は管理に係る

行為 

 電気事業法（昭和 39 年法律第 170 号）による電気事業の用に供する電気工

作物の設置（発電の用に供する電気工作物の設置を除く。）又は管理に係る行

為 

 ガス事業法（昭和 29 年法律第 51 号）によるガス工作物の設置（液化石油ガス

以外の原料を主原料とするガスの製造の用に供するガス工作物（圧縮天然ガスに

係るものを除く。）の設置を除く。）又は管理に係る行為 

 水道法（昭和 32 年法律第 177 号）による水道事業若しくは水道用水供給事

業若しくは工業用水道事業法（昭和 33 年法律第 84 号）による工業用水道事

業の用に供する施設又は下水道法（昭和 33 年法律第 79 号）による下水道の
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排水管若しくはこれを補完するため設けられるポンプ施設の設置又は管理に係る行

為 

 道路交通法（昭和 35 年法律第 105 号）による信号機の設置又は管理に係る

行為 

 文化財保護法（昭和 25 年法律第 214 号）第 27 条第１項の規定により指定さ

れた重要文化財、同法第 78 条第１項の規定により指定された重要有形民俗文

化財、同法第 92 条第１項に規定する埋蔵文化財又は同法第 109 条第１項の

規定により指定され、若しくは同法第 110 条第１項の規定により仮指定された史跡

名勝天然記念物の保存に係る行為 

 都市公園法（昭和 31 年法律第 79 号）による都市公園又は公園施設の設置

又は管理に係る行為 

 自然公園法（昭和 32 年法律第 161 号）による公園事業の執行に係る行為 

 鉱業法（昭和 25 年法律第 289 号）第３条第１項に規定する鉱物の掘採に係

る行為
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(4) 許可等申請について 

ア 許可 

 風致地区内の許可を受ける場合は、「館林市風致地区内における建築等の規制に

関する条例施行規則」（以下、「規則」という。）に定める風致地区内行為許可申請

書（別記様式第 1 号）に関係書類を添えて、あらかじめ市長に提出しなければなりませ

ん。 

          申      請      者            

  ⇩①申請書（2 部）      ⇧②許可書      ⇩③完了届  

            市（都市計画課計画指導係）           

 

イ 協議 

 風致地区内の協議をする場合は、風致地区内行為協議書に関係書類を添えて、あ

らかじめ市長に提出しなければなりません。 

          協      議      者            

      ⇩①協議書（2 部）      ⇧②回答書 

            市（都市計画課計画指導係）           

 

ウ 通知 

 風致地区内の通知をする場合は、、風致地区内行為通知書に関係書類を添えて、

あらかじめ市長に提出しなければなりません。 

          通      知      者            

             ⇩①通知書（1 部） 

            市（都市計画課計画指導係）           
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(5) 許可等の変更、中止等について 

ア 許可（変更） 

(ｱ) 変更許可  

 許可を受けた事項を変更しようとするときは、あらかじめ市長の許可をうけなければ

なりません。その場合は、規則に定める風致地区内行為変更許可申請書（別記

様式第 13 号）に関係書類を添えて、市長に提出しなければなりません。 

         申      請      者           

      ⇩①申請書（2 部）      ⇧②許可書  

           市（都市計画課計画指導係）          

 

(ｲ) 変更届  

 許可を受けることを要しない行為への変更又は軽微な変更は、あらかじめ市長に

届け出なければなりません。その場合は、規則に定める風致地区内行為許可事項

変更届（別記様式第 14 号）に関係書類を添えて、市長に提出しなければなりま

せん。 

         申      請      者           

⇩①変更届（1 部） 

           市（都市計画課計画指導係）          

 

イ 協議（変更） 

(ｱ) 変更協議  

 協議を行った事項を変更しようとするときは、あらかじめ市長の許可をうけなければ

なりません。その場合は、風致地区内行為変更協議書に関係書類を添えて、市長

に提出しなければなりません。 

         協      議      者           

      ⇩①協議書（2 部）      ⇧②回答書  

           市（都市計画課計画指導係）          
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(ｲ) 変更届  

 許可を受けることを要しない行為への変更又は軽微な変更は、あらかじめ市長に

届け出なければなりません。その場合は、風致地区内行為協議事項変更届に関係

書類を添えて、市長に提出しなければなりません。 

         協      議      者           

⇩①変更届（1 部） 

           市（都市計画課計画指導係）          

 

ウ 通知（変更） 

 通知した事項を変更しようとするときは、あらかじめ市長に届け出なければなりません。そ

の場合は、風致地区内行為変更通知書に関係書類を添えて、市長に提出しなければな

りません。 

          通      知      者            

             ⇩①通知書（1 部） 

            市（都市計画課計画指導係）           

 

エ 承継 

 許可受けた者に相続又は合併があったとき、許可を受けた者から行為に関する工事を

施行する権限を取得したときは、相続人又は合併後存続する法人若しくは合併により設

立した法人、権限を取得した者は、市長に届け出なければなりません。その場合は、規則

に定める風致地区内行為許可承継届（別記様式第 16 号）に関係書類を添えて、市

長に提出しなければなりません。 

  相続人又は合併後存続法人若しくは合併設立法人、権限を取得した者     

             ⇩①承継届（1 部） 

            市（都市計画課計画指導係）           

 

オ 中止 

 許可を受けた行為を中止したときは、市長に届け出なければなりません。その場合は、
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規則に定める風致地区内行為中止届（別記様式第 17 号）を市長に提出しなければ

なりません。 

          申      請      者            

             ⇩①中止届（1 部） 

            市（都市計画課計画指導係）           
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(7) 許可申請等の手続きの流れ 

 申請を受付けてから許可までに要する期間は、概ね 2 週間です。 

 建築確認申請は、事前に風致地区内行為の許可等が必要となりますので、手続きは時

間に余裕をもって進めてください。 

 なお、行為の内容等で添付図面が異なりますので、2 許可基準等のエ申請等に必要な書

類を確認してください。 

ア 完了（許可の場合） 

 許可を受けた者は、当該許可に係る行為が完了したときは、速やかに市長にその旨を

届け出なければなりません。その場合は、規則に定める風致地区内行為完了届（別記

様式第 18 号）に関係書類を添えて、市長に提出しなければなりません。 
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２ 許可の基準等 

(1) 【建築物の新築、改築、増築又は移転の場合】 

ア 対象となる行為 

 建築物の新築、改築、増築又は移転（床面積の合計が 10 ㎡を超えるもの） 

イ 許可の基準（条例第 4 条第 1 項第 1 号ア、イ、ウ） 

区分  仮設の建築物 
地下に設ける 

建築物 
建築物（仮設、地下に設ける

建築物以外） 

構造  
容易に移転、
又は除却できる
もの 

  

位置  
 

規模  
 

形態  
 

意匠  

周辺地域にお
ける風致と著し
く不調和でない
こと 

周辺区域におけ
る風致の維持に
支障を及ぼすお
それが少ないこと 
 
地上の露出部
分があるときは、
周辺区域におけ
る風致と著しく
不調和でないこ
と 

周辺区域における風致と著しく
不調和でないこと 

高さ 
  15 メートル以下  

（第 1 種低層住居専用地域
は 10 メートル以下） 

建蔽率  
  10 分の 4 以下  

 

壁面後退  
距離※1 

  道路側 2 メートル以上 
 
その他 1 メートル以上 

植栽  

  新築の場合  
緑化率※210 分の 1 以上 
 

改築、増築、移転の場合 
風致の維持に必要な植栽
を行う 

※1 壁面後退距離とは、建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から敷地境界線
までの距離 

※2 緑化率とは、建築物の敷地面積に対する緑地面積 

ウ 基準内容等 

仮設の建築物（設置期間が長期的でないもの）の基準  

(ｱ) 位置・規模・形態・意匠  

◆ 当該建築物の構造が、容易に移転、除去できるもの。 

◆ 位置、規模、形態、意匠が当該土地及びその周辺の土地の区域における風致

と著しく不調和でないこと。 
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地下に設ける建築物の基準  

(ｱ) 位置・規模・形態・意匠  

◆ 位置及び規模が当該土地及びその周辺の土地の区域における風致と著しく不

調和でないこと。 

◆ 地上に露出する部分があるときは、当該部分の位置、規模、形態及び意匠が

当該土地及びその周辺の土地の区域における風致と著しく不調和でないこと。 

◆ 当該土地の地上（表）部分の植栽や木竹の生育に支障がないこと。 

建築物（仮設、地下に設ける建築物以外）の基準  

(ｱ) 建築物の位置・規模・形態・意匠 

◆ 外壁及び屋根の色彩（日本工業規格のマンセル表色系の彩度と明度） 

 彩度 6 以下 

 明度 8 以下（彩度が 1 を超える有彩色に限る） 

◆ 外壁の立面見附面積の 10 分の 1 以内の面積であれば、色彩基準を超えても

アクセントカラーとしての使用を認めています。 

◆ 木や石などの自然素材については、色彩基準に関わらず使用を認めています。 

◆ 金属系の素材については光沢を抑えた（つや消し）塗装を施してください。なお、

銅板葺き屋根材の使用は認めています。 

(ｲ) 建築物の高さ 

◆ 建築物の高さ（地盤面※1 からの高さ） 

 15 メートル以下 

※1 地盤面とは、建築物の周囲の地面と接する位置の平均の高さにおける
水平面をいいます。その接する位置の高低差が 3 メートルを超える場合は、
その高低差 3 メートル以内ごとの平均の高さにおける水平面となります。 

◆ 棟飾（風見鶏、鬼瓦）、防火壁の屋上突出部、避雷針、屋上のパイプの手

すりの一部、その他これに類する屋上突出物は高さに算入しません。 

◆ 階段室、昇降機塔、装飾塔、物見塔、屋窓など、用途上屋上突出がやむを

得ない部分（以下、「塔屋」という。）は、塔屋の水平投影面積（建築面積

の算定方法により算定した面積）の合計が建築面積の 1/8 以内で、その部分

の高さが 12 メートル（第一種・第二種低層住居専用地域内では 5 メートル）

までは、高さに算入しません。 
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(ｳ) 建蔽率 

◆ 建蔽率（敷地面積に対する建築面積の割合） 

 10 分の 4 以下 

◆ 「建築面積」とは、柱・壁・屋根で構成された建築物が、敷地をおおい隠す範囲

のことで、建築物の屋根のある部分で、外壁または柱の中心線で囲まれた部分

の水平投影面積です。ただし、次の部分は算入されません。 

 地階で地盤面上 1 メートル以下にある部分。 

 軒、ひさし、はね出し縁等で、外壁又は柱の中心線から水平距離が 1 メー

トル以上突き出したものがある場合は、その先端から 1 メートル後退した線

までの部分。 

◆ ひとつの敷地に 2 つ以上の建築物がある場合は、その建築面積の合計が建築

面積となります。 

◆ 「敷地面積」は、建築物の建つ土地の水平投影面積です。斜面地であっても水

平に面積を算定します。ただし、市が指定した 4 メートル未満の道路（建築基

準法 42 条 2 項に規定される道路）に接する敷地で道路の境界線とみなされ

る線と道路との間（道路後退）の部分は、敷地面積に算入しません。 

(ｴ) 壁面後退距離  

◆ 後退距離（外壁又はこれに代わる柱の面から敷地の境界線までの距離） 

 道路に面する部分 2 メートル以上 

 その他の部分 1 メートル以上 

◆ 「外壁又はこれに代わる柱の面」とは、外壁や柱の中心線ではなく、壁面や柱

面からの距離をいいます。建築面積に算入される部分までの壁面や柱が該当し

ます。 

◆ 建築面積に算入されるベランダ、バルコニー、屋外階段、庇(ひさし)、戸袋、出窓、

開放廊下、ポーチの柱、片持ち屋根の支柱、ウッドデッキサンルーム等を含むもの

とします。 

(ｵ) 植栽 

◆ 緑化率  

 10 分の 1 以上（新築の場合） 

◆ 「緑化率」とは、建築物の敷地面積に対する緑地面積の割合をいいます。 
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◆ 「緑地面積」とは、既存の良好な木竹が保存され、又は風致の維持に適切な

植栽が行われる土地の面積のことです。 

◆ 「緑地率」とは、宅地の造成等に係る土地の面積に対する緑地面積の割合を

いいます。 

◆ 緑化率 10 分の 1 以上とは、敷地面積の 10 分の 1 以上の面積を必要緑地

面積とし、当該緑地面積 10 平方メートルにつき高木 1 本以上、かつ低木 2 本

以上の植栽をすることです。 

◆ 高木は成木時の高さが 5 メートル以上、低木は成木時の高さが 1.5 メートル以

上の樹木とします。低木には生垣を含みます。なお、植栽時において、高木は

1.5 メートル以上、低木は 0.5 メートル以上の高さを確保してください。 

◆ 道路から樹木が見え、家が隠れるような位置に植栽を配置してください。 

◆ 木の種類の指定はありませんが、土地に定着しないプランターや鉢類、笹、芝生

等の地被植物、苔類、池及び庭石は木竹に該当しないものとします。 

 

【緑化率及び緑地率の算出方法】（建築物の新築、宅地の造成等の場合） 

 

１ 用語の定義 

(1) 緑化率：建築物の敷地面積に対する緑地面積の割合。  

(2) 緑地率：宅地の造成等に係る土地の面積に対する緑地面積の

割合。  

(3) 緑地面積：既存の良好な木竹が保存され、又は風致の維持に

適切な植栽が行われる土地の面積。  

２ 基準  

緑化率、緑地率共に 10％以上とする。  

３ 植栽本数（保全分を含む） 

(1) 緑地面積 10 ㎡につき高木 1 本以上、低木 2 本以上であるこ

と。※高木=成木時の高さが 5ｍ以上。  低木=成木時の高さ

が 1.5ｍ以上。（生垣含む）  

(2) 植栽時において高木は 1.5ｍ以上、低木は 0.5ｍ以上の高さを

確保すること。  

４ 緑地面積・植栽本数の算出方法  

敷地面積 450 ㎡の場合(敷地面積にはのり面を含む) 

(1) 緑地面積（緑化率 10％） 450 ㎡×1/10＝45.0 ㎡ 

(2) 植栽本数 45.0 ㎡×1/10＝4.5 → 高木 5 本以上  

     45.0 ㎡×2/10＝9.0 → 低木 9 本以上  

※小数点以下を切り上げた本数とする。  

５ 植栽に含まれないもの 

(1) 土地に定着しないプランターや鉢類。  

(2) 上記の高木・低木以外の樹木、芝生等の地被植物、苔類、池

及び庭石。  
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(ｶ) 既存の木竹の伐採（改築・増築又は移転の場合） 

◆ 敷地内にある風致の維持上必要とされる木竹が失われるときは、風致の維持

に必要な植栽を行なってください。 

◆ 風致の維持に必要な植栽として、失われた本数と同程度のものを新たに植栽あ

るいは移植してください。 

◆ 植栽位置については、なるべく道路に面した場所に植えるようにしてください。 

エ 申請等に必要な書類 

(ｱ) 提出部数 

許可、協議は２部 通知は１部 

(ｲ) 申請書等 

 申請書【様式第１号】 ※協議の場合は協議書、通知の場合は通知書 

 行為内容書（建築物の場合）【様式第２号】  

 植栽内容書（建築物の新築の場合） 

(ｳ) 添付図面 

図面の種類 明 示 す べ き 事 項 

全体位置図  
縮尺 1/25,000 以上 

方位、風致地区の区域及び行為地  

位置図  
縮尺 1/2,500 以上 

方位、行為地、道路及び目標となる地物 

現況カラー写真 行為地及びその周辺の状況を表すもの、写真撮影日  

配置図  
縮尺 1/300 以上 

方位、敷地境界線、敷地に接する道路の位置及び
幅員、敷地内における建築物、工作物及び木竹等
（既存のものを含む。）の位置並びに申請に係る建
築物 等 と他の建 築 物等 との区分 、壁面 後 退距 離
（有効寸法） 

平面図  
縮尺 1/200 以上 

申請に係る建築物等と他の建築物等との区分及び
建築面積の算出の係る図表 

立面図  
縮尺 1/200 以上 

2 面以上（正面、側面等）、外観（着色）、意匠
及び建築物等の高さ 

植栽計画図  
縮尺 1/300 以上 

木竹の位置、種類、本数及び高さ 
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(2) 【工作物の新築、改築、増築又は移転】 

ア 対象となる行為 

 新築、改築、増築又は移転に係る部分の高さが 1.5 メートルを超えるもの（ただし、仮

設の工作物、地下に設ける工作物、消防又は水防の用に供する望楼及び警鐘台を除

く）。 

イ 許可の基準（条例第 4 条第 1 項第 1 号エ） 

 位置、規模、形態、意匠が当該土地及びその周辺の土地の区域における風致と著し

く不調和でないこと。 

ウ 基準内容等 

◆ 門、塀、フェンス、煙突、広告塔、高架水槽、擁壁、昇降機、ウォーターシュート、飛

行塔、鉄柱、鉄塔、サイロ及びコンクリート柱等が対象となります。 

◆ 意匠については、P15（ｱ）建築物の位置・規模・形態・意匠の基準を準用します。 

◆ 高さについては条例で数値としての基準はありませんが、建築物の許可基準である

15 メートル以下となるようお願いします。しかし、鉄柱、鉄塔、照明塔などは用途によ

って高さが 15 メートルを超える場合も、風致の維持への配慮をお願いします。 

◆ 後退距離については条例で数値としての基準はありませんが、柱又は壁の外側を基

準として、建築物の許可基準である道路側に面する部分 2 メートル以上、その他の

部分 1 メートル以上となるようお願いします。 

エ 申請等に必要な書類 

(ｱ) 提出部数 

許可、協議は２部 通知は１部 

(ｲ) 申請書等 

 申請書【様式第１号】 ※協議の場合は協議書、通知の場合は通知書 

 行為内容書（工作物の場合）【様式第 5 号】  

(ｳ) 添付図面 

図面の種類 明 示 す べ き 事 項 

全体位置図  
縮尺 1/25,000 以上 

方位、風致地区の区域及び行為地  

位置図  
縮尺 1/2,500 以上 

方位、行為地、道路及び目標となる地物 

現況カラー写真 行為地及びその周辺の状況を表すもの、写真撮影日  

配置図  方位、敷地境界線、敷地に接する道路の位置及び
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縮尺 1/300 以上 幅員、敷地内における建築物、工作物及び木竹等
（既存のものを含む。）の位置並びに申請に係る建
築物等と他の建築物等との区分 

平面図  
縮尺 1/200 以上 

申請に係る建築物等と他の建築物等との区分及び
建築面積の算出の係る図表 

立面図  
縮尺 1/200 以上 

２面以上（正面、側面等）、外観（着色）、意匠
及び建築物等の高さ 

植栽計画図  
縮尺 1/300 以上 

木竹の位置、種類、本数及び高さ 
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(3) 【宅地の造成、土地の開墾その他の土地の形質の変更】 

ア 対象となる行為 

次のいずれかに該当するもの。 

 面積が 10 平方メートルを超える宅地の造成等 

 高さが 1.5 メートルを超えるのりを生ずる切土又は盛土を伴う宅地の造成等 

 上記を同時に行う宅地の造成等 

イ 許可の基準（条例第 4 条第 1 項第 2 号） 

区分 宅地の造成等 

緑地率  
10 分の 1 以上 
 

木竹の生育 
当該土地及びその周辺の土地の区域における木竹の生育
に支障を及ぼすおそれが少ないこと 

1 ヘクタールを超える 
宅地の造成等の場合 

高さが 5 メートルを超えるのりを生ずる切土又は盛土を伴わ
ないこと 
 
面積が 1 ヘクタール以上の森林で、風致の維持上特に枢
要であるとして市長が指定したものの伐採を伴わないこと 

1 ヘクタール以下の 
宅地の造成等の場合 

高さが 5 メートルを超えるのりを生ずる切土又は盛土を伴う
場合は、適切な植栽を行う等によって当該のりが、当該土
地及びその周辺の土地の区域における風致と著しく不調
和とならないこと 

ウ 基準内容等 

(ｱ) 緑地率 

◆ 緑地率（敷地面積に対する緑地面積の割合） 

 10 分の 1 以上 

◆ 緑地率については、P16（オ）植栽の基準を準用します。 

(ｲ) 木竹の育成 

◆ 宅地の造成等の行為後に周辺の木竹が枯れたりすることがない様、新たな植

栽又は移植、既存樹木の保存等を行ってください。 

(ｳ) 宅地の造成等 

◆ 傾斜地での造成の場合には、のりや擁壁の構造等を風致に配慮した構造にし、

なるべく人工的に見えないようなものにしてください。 

エ 申請等に必要な書類 

(ｱ) 提出部数 

許可、協議は２部 通知は１部 
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(ｲ) 申請書等 

 申請書【様式第１号】 ※協議の場合は協議書、通知の場合は通知書 

 行為内容書（宅地の造成、土地の開墾その他の土地の形質の変更の場合）

【様式第 6 号】  

 植栽内容書  

(ｳ) 添付図面 

図面の種類 明 示 す べ き 事 項 

全体位置図  
縮尺 1/25,000 以上 

方位、風致地区の区域及び行為地  

位置図  
縮尺 1/2,500 以上 

方位、行為地、道路及び目標となる地物 

現況カラー写真 行為地及びその周辺の状況を表すもの、写真撮影日  

付近現況図  
縮尺 1/1,000 以上 

方位、行為地の境界線及び等高線  

平面図  
縮尺 1/200 以上 

方位、行為地の境界線、断面の位置、切土又は盛
土をする箇所、法面及び擁壁 

縦・横断面図  
縮尺 1/600 以上 

現況地盤面、設計地盤面並びに法面の高さ、勾配
及び保護の方法 

計画図  
縮尺 1/1,000 以上 

方位、行為地の境界線、区画割（宅地造成の場合
に限る。）植栽計画及び土地利用計画  
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(4) 【木竹の伐採の場合】 

ア 対象となる行為 

木竹の伐採。ただし、次の行為は除く。 

 間伐、枝打ち、整枝等の木竹の保育のため通常行われる木竹の伐採 

 枯損した木竹又は倒壊等危険のある木竹の伐採 

 自家の生活の用に充てるために必要な木竹の伐採 

 仮植した木竹の伐採 

 測量、実地調査又は施設の保守の支障となる木竹の伐採（許可又は協議を要す

る行為に伴うものの場合を除く） 

イ 許可の基準（条例第 4 条第 1 項第 3 号） 

 次の行為に該当し、かつ、伐採の行われる土地及びその周辺の土地の区域における風

致を損なうおそれが少ないこと。なお、「森林」とは、森林法第 2 条に定義に該当するもの

になります。 

 建築物等の建築又は宅地の造成等に伴う必要最小限度の木竹の伐採 

 森林の択伐 

 伐採後の成林が確実であると認められる森林（風致条例に基づき市長が指定する

森林を除く）の皆伐で、伐採区域の面積が 1 ヘクタール以下のもの 

 森林である土地の区域外における木竹の伐採 

ウ 基準内容等 

◆ 択伐する木竹はなるべく樹齢が長いもの又は巨木でないものとし、その木竹を伐るこ

とによって、風致を損なうおそれが少ないものとしてください。 

◆ 伐採後の成林が確実とは、その後、中高木を植える植栽計画が予定されているもの

とします。 

(ｱ) 緑化率、緑地率 

◆ 緑化率又は緑地率については、P16（オ）植栽の基準を準用します。 

◆ 緑化率及び緑地率の算定には、樹木（高木に限る）の水平投影面積を用い

ることができます。 

◆ 建築物の存する敷地及び宅地の造成等に係る土地においては、伐採後の状

態が次の基準を満たすこと。 

 許可を受けた建築物敷地及び宅地の造成等に係る土地の場合は、緑化
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率又は緑地率を 10 分の 1 以上維持するものとする。 

 許可基準適用前に建築した建築物敷地及び宅地の造成等に係る土地

の場合は、伐採前の緑化率又は緑地率が 10 分の 1 以上のときは緑化

率又は緑地率を 10 分の 1 以上維持、伐採前の緑化率又は緑地率が

10 分の 1 未満のときは伐採前の緑化率・緑地率を維持するものとする。 

 植栽位置については、なるべく道路に面した場所に植えるようにしてください 

エ 申請等に必要な書類 

(ｱ) 提出部数 

許可、協議は２部 通知は１部 

(ｲ) 申請書等 

 申請書【様式第１号】 ※協議の場合は協議書、通知の場合は通知書 

 行為内容書（木竹の伐採の場合）【様式第 7 号】  

 植栽内容書（建築物の存する敷地及び宅地の造成等に係る土地の場合） 

(ｳ) 添付図面 

図面の種類 明 示 す べ き 事 項 

全体位置図  
縮尺 1/25,000 以上 

方位、風致地区の区域及び行為地  

位置図  
縮尺 1/2,500 以上 

方位、行為地、道路及び目標となる地物 

現況カラー写真 行為地及びその周辺の状況を表すもの、写真撮影日  

付近現況図  
縮尺 1/1,000 以上 

方位、行為地の境界線及び等高線  

平面図  
縮尺 1/200 以上 

方位、行為地の境界線、断面の位置、切土又は盛
土をする箇所、法面及び擁壁 

計画図  
縮尺 1/200 以上 

方位、行為地の境界線、区画割（宅地造成の場合
に限る。）植栽計画及び土地利用計画  



25 

(5) 【土石の類の採取の場合】 

ア 対象となる行為 

 土石の類の採取で、その採取による地形の変更が宅地の造成等の場合と同程度のも

のとなるもの。 

イ 許可の基準（条例第 4 条第 1 項第 4 号） 

 採 取 の方 法 が露 天 掘 り（必 要 な埋 戻 し又 は植 栽 をすること等 により、風 致 の維   

持に著しい支障を及ぼすおそれが少ない場合を除く。）でなく、かつ、採取を行う土地及

びその周辺の土地の区域における風致の維持に支障を及ぼすおそれが少ないこと。 

ウ 基準内容等 

◆ 採 取 を行 うために必 要 な最 小 限 の面 積 で、その周 辺 の樹 木 等 に影 響 を与 える    

ことが ないもの か を 採 取 方 法 等 で 確 認 し、採 取 を中 止 ・終 了 す る場 合 に跡 地    

を以前の状態にしてください。 

エ 申請等に必要な書類 

(ｱ) 提出部数 

許可、協議は２部 通知は１部 

(ｲ) 申請書等 

 申請書【様式第１号】 ※協議の場合は協議書、通知の場合は通知書 

 行為内容書（土石の類の採取の場合）【様式第 8 号】  

(ｳ) 添付図面 

図面の種類 明 示 す べ き 事 項 

全体位置図  
縮尺 1/25,000 以上 

方位、風致地区の区域及び行為地  

位置図  
縮尺 1/2,500 以上 

方位、行為地、道路及び目標となる地物 

現況カラー写真 行為地及びその周辺の状況を表すもの、写真撮影日  

付近現況図  
縮尺 1/1,000 以上 

方位、行為地の境界線及び等高線  

平面図  
縮尺 1/200 以上 

方位、行為地の境界線、断面の位置、切土又は盛
土をする箇所、法面及び擁壁 

縦・横断面図  
縮尺 1/600 以上 

現況地盤面、設計地盤面並びに法面の高さ、勾配
及び保護の方法 

計画図  
縮尺 1/1,000 以上 

方位、行為地の境界線、植栽計画及び土地利用計
画 
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(6) 【水面の埋立て又は干拓の場合】 

ア 対象となる行為 

水面の埋立て又は干拓の面積が 10 平方メートルを超えるもの。 

イ 許可の基準（条例第 4 条第 1 項第 5 号） 

◆ 適切な植栽を行うものであること等により行為後の地貌が当該土地及びその周辺の

土地の区域における風致と著しく不調和とならないものであること。 

◆ 当該土地に係る土地及びその周辺の土地の区域における木竹の生育に支障を及

ぼすおそれが少ないこと。 

ウ 基準内容等 

◆ 新たに土地を造るために、土を運んできて水面を埋立て、堤防を築き、中の水を外に

排出することを「干拓」といいます。 

◆ 風致地区の一部となっている湖、沼又は川等での埋立て又は干拓は、必要な最小

限の面積で、かつ、風致に影響が出ないかを検討し、埋立て又は干拓後は新たに造

られた土地が見渡せないように植栽等を行ってください。 

◆ 埋戻し材は、木竹の生育に支障を及ぼさない材料等を使用してください。 

エ 申請等に必要な書類 

(ｱ) 提出部数 

許可、協議は２部 通知は１部 

(ｲ) 申請書等 

 申請書【様式第１号】 ※協議の場合は協議書、通知の場合は通知書 

 行為内容書（水面の埋立て又は干拓の場合）【様式第 9 号】  

(ｳ) 添付図面 

図面の種類 明 示 す べ き 事 項 

全体位置図  
縮尺 1/25,000 以上 

方位、風致地区の区域及び行為地  

位置図  
縮尺 1/2,500 以上 

方位、行為地、道路及び目標となる地物 

現況カラー写真 行為地及びその周辺の状況を表すもの、写真撮影日  

付近現況図  
縮尺 1/1,000 以上 

方位、行為地の境界線及び等高線  

平面図  
縮尺 1/200 以上 

方位、行為地の境界線、断面の位置、切土又は盛
土をする箇所、法面及び擁壁 

縦・横断面図  
縮尺 1/600 以上 

現況地盤面、設計地盤面並びに法面の高さ、勾配
及び保護の方法 
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計画図  
縮尺 1/1,000 以上 

方位、行為地の境界線、植栽計画及び土地利用計
画 
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(7) 【建築物等の外装の色彩の変更の場合】 

ア 対象となる行為 

建築物等の外装の色彩の変更をするもの。 

イ 許可の基準（条例第 4 条第 1 項第 6 号） 

 変更後の色彩が当該土地及びその周辺の土地の区域における風致と著しく不調和で

ないこと。 

ウ 基準内容等 

◆ 意匠については、P15（ｱ）建築物の位置・規模・形態・意匠の基準を準用します。 

◆ 屋根、壁面、門、塀、煙突、鉄塔、橋、屋外階段、高架水槽等の色彩の変更が

該当します。 

◆ 同色による塗り直しは手続不要となります。 

エ 申請等に必要な書類 

(ｱ) 提出部数 

許可、協議は２部 通知は１部 

(ｲ) 申請書等 

 申請書【様式第１号】 ※協議の場合は協議書、通知の場合は通知書 

 行為内容書（建築物等の外壁の色彩の変更の場合）【様式第 10 号】  

(ｳ) 添付図面 

図面の種類 明 示 す べ き 事 項 

全体位置図  
縮尺 1/25,000 以上 

方位、風致地区の区域及び行為地  

位置図  
縮尺 1/2,500 以上 

方位、行為地、道路及び目標となる地物 

現況カラー写真 行為地及びその周辺の状況を表すもの、写真撮影日  

立面図  

縮尺 1/200 以上 

2 面以上（正面、側面等）、外観（着色）及び意
匠 
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(8) 【屋外における土石、廃棄物又は再生資源の堆積の場合】 

ア 対象となる行為 

◆ 堆積の面積が 10 平方メートルを超えるもの。 

◆ 堆積の高さが 1.5 メートルを超えるもの。 

イ 許可の基準（条例第 4 条第 1 項第 7 号） 

 当該土地及びその周辺の土地の区域における風致の維持に支障を及ぼすおそれが少

ないこと。 

ウ 基準内容等 

◆ 堆積の高さは、周辺に圧迫感を与えない高さとし、積む位置 は周辺への調和を    

図るために、道路や隣地からある程度距離を離してください。 

◆ 遮へい物の色彩はあまり派手な色ではなく周辺の風致に調和するものとしてください。 

◆ 堆積物の撤去後の跡地の処理方法は適切に行なってください。 

 

エ 申請等に必要な書類 

(ｱ) 提出部数 

許可、協議は２部 通知は１部 

(ｲ) 申請書等 

 申請書【様式第１号】 ※協議の場合は協議書、通知の場合は通知書 

 「廃棄物」とは 

 廃棄物処理法では「汚物または不用物であって、固形状又は液状の

もの」と定義されています。つまり、「自分で利用することもできな

いし、他人に売ることもできないような不用物」のことです。  

 なお、「固形状又は液状」となるので「気体」は除かれます。ま

た、放射性廃棄物のように特別な法律の定めがあるものはその法律の  

  適用を受けます。  

 

 「産業廃棄物」とは 

 廃棄物のうち、「事業活動に伴って生じる廃棄物」をいいます。つ

まり、家庭で発生する廃棄物（「一般廃棄物」と呼びます）以外の廃

棄物の大半が該当します。  

※この場合の「事業活動」には、工業や農林水産業などの生産業のほ

か、商業、飲食業、運輸業などサービス業も入ります。また、営利事

業だけでなく非営利事業も含まれます。  

※廃棄物によっては事業活動の内容が限定されているものがあるの

で、事業活動に伴って生じても産業廃棄物にならない（一般廃棄物と

なる）場合があります。  
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 行為内容書（屋外における土石、廃棄物又は再生資源の堆積の場合）【様

式第 11 号】  

(ｳ) 添付図面 

図面の種類 明 示 す べ き 事 項 

全体位置図  
縮尺 1/25,000 以上 

方位、風致地区の区域及び行為地  

位置図  
縮尺 1/2,500 以上 

方位、行為地、道路及び目標となる地物 

現況カラー写真 行為地及びその周辺の状況を表すもの、写真撮影日  

付近現況図  

縮尺 1/1,000 以上 
方位、行為地の境界線及び等高線  

平面図  

縮尺 1/200 以上 

方位、行為地の境界線、断面の位置、堆積するか所
及び遮へい物 

縦・横断面図  

縮尺 1/600 以上 
現況地盤面及び堆積物 

計画図  

縮尺 1/1,000 以上 

方位、行為地の境界線、遮へい物の設置計画、植
栽計画及び土地利用計画  
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３ 植栽計画の作成について 

植栽計画図の作成にあたっては、以下の内容を参考にしてください。 

なお、緑化率等については、【緑化率及び緑地率の算出方法】P17 を参照してください。 

 

【植栽計画図】（例） 

 

 

 

 

 

 

 道路から樹木が見え、建築物が隠れるように植栽を配置してください。 

 樹木の「種類（高木・低木の分類）」、「植栽時の高さ」を記入してください。 

 

 

【必要本数】  
敷地面積 450 ㎡ 

緑地面積（緑化率 10％） 450 ㎡×1/10＝45.0 ㎡ 
【植栽本数】  
（高木）45.0 ㎡×1/10＝4.5 → 高木 5 本以上 
（低木）45.0 ㎡×2/10＝9.0 → 低木 9 本以上 

駐車場  

道路  

建築物  

クスノキ（高木）H＝2.0ｍ 
計５本  

ツツジ（低木）H＝0.7ｍ 
計 9 本 
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【樹木リスト】（参考） 

 
高木（植栽時 1.5ｍ以上、成
木時 5ｍ以上） 

低木（植栽時 0.5ｍ以上、成木時 1.5ｍ以上） 

常緑  落葉 常緑 落葉 生垣 

ア行 
ｱﾗｶｼ 

ｱｶﾏﾂ 

ｲﾁｲ 

ｲﾇﾏｷ 

ｱｵｷﾞﾘ 

ｱｶｼﾃﾞ 

ｱﾍﾞﾏｷ 

ｲﾁｮｳ 

ｲﾛﾊﾓﾐｼﾞ 

ｳﾒ 

ｴｺﾞﾉｷ 

ｴﾉｷ 

ｴﾝｼﾞｭ 

ｱｵｷ 

ｱｾﾋﾞ 

ｱﾍﾞﾘｱ 

ｱｼﾞｻｲ 

ｳﾂｷﾞ 

ｴﾆｼﾀﾞ 

ｳﾒﾓﾄﾞｷ 

ｱﾗｶｼ 

ｲﾂﾂｹﾞ 

ｲﾇﾏｷ 

ｳﾒﾊﾞﾔｼ 

カ行 
ｶﾅﾒﾓﾁ 

ｶﾔ 

ｸｽﾉｷ 

ｸﾛﾏﾂ(市の木) 

ｹﾞｯｹｲｼﾞｭ 

ｺｳﾔﾏｷ 

ｶｸﾚﾐﾉ 

ｸﾛｶﾞﾈﾓﾁ 

ｶｴﾃﾞ類  

ｶｷ 

ｶﾂﾗ 

ｶﾘﾝ 

ｸﾇｷﾞ 

ｹﾔｷ 

ｺﾅﾗ 

ｺﾌﾞｼ 

ｶﾝﾂﾊﾞｷ 

ｷｮｳﾁｸﾄｳ 

ｷﾝｶﾝ 

ｷﾝﾓｸｾｲ 

ｸﾁﾅｼ 

ｺﾞｰﾙﾄﾞｸｴｽﾄ 

ｺﾃﾞﾏﾘ ｶﾅﾒﾓﾁ 

ｶﾗﾀﾁ 

サ行 
ｻｶｷ 

ｼｲﾉｷ 

ｼｭﾛ 

ｼﾗｶｼ 

ｽｷﾞ 

ｻｸﾗ類  

ｻﾙｽﾍﾞﾘ 

ｻﾝｼｭﾕ 

ｼﾀﾞﾚﾔﾅｷﾞ 

ｼｬﾗﾉｷ(ｼｬﾗ) 

ｼﾗｶﾊﾞ 

ｻｻﾞﾝｶ 

ｻﾂｷ 

ｻﾝｺﾞｼﾞｭ 

ｼｼｶﾞｼﾗ 

ｼｬｸﾅｹﾞ 

ｼｬﾘﾝﾊﾞｲ 

ｼﾞﾝﾁｮｳｹﾞ 

ｽｶｲﾛｹｯﾄ 

ｿﾃﾂ 

ｻﾝｼｮｳ 

ｼﾓﾂｹ 

ｻﾞｸﾛ 

ｻｻﾞﾝｶ 

ｻﾝｺﾞｼﾞｭ 

タ行 
ﾀｲｻﾝﾎﾞｸ 

ﾁｬﾎﾞﾋﾊﾞ 

ﾄﾞｲﾂﾄｳﾋ 

ﾄｳﾈｽﾞﾐﾓﾁ 

ﾄｳｶｲﾃﾞ 

ﾄﾁﾉｷ 

ﾂｹﾞ 

ﾂﾂｼﾞ類  

ﾄﾍﾞﾗ 

ﾄﾞｳﾀﾞﾝﾂﾂｼﾞ 

ﾄｻﾐｽﾞｷ 

ﾀﾗﾉｷ 

ﾄｳﾈｽﾞﾐﾓﾁ 

ﾄﾞｳﾀﾞﾝﾂﾂｼﾞ 

ナ行 
ﾆｯｺｳﾋﾊﾞ ﾅﾝｷﾝﾊｾﾞ 

ﾅﾅﾂﾊﾞｷ 

ﾈﾑﾉｷ 

ﾅﾝﾃﾝ 

ﾅﾂﾐｶﾝ 

ﾅﾂﾊｾﾞ 

ﾆｼｷｷﾞ 

ﾈｽﾞﾐﾓﾁ 

ハ行 
ﾋﾉｷ 

ﾋﾊﾞ 

ﾋﾏﾗﾔｽｷﾞ 

ﾋﾞﾜ 

ﾊｸﾓｸﾚﾝ 

ﾋﾒｼｬﾗ 

ﾊﾅﾐｽﾞｷ 

ﾋｲﾗｷﾞﾅﾝﾃﾝ 

ﾋｻｶｷ 

ﾋﾟﾗｶﾝｻｽ 

ﾊｷﾞ 

ﾊﾞﾗ 

ﾌﾖｳ 

ﾎﾞｹ 

ﾎﾞﾀﾝ 

ﾋｲﾗｷﾞﾓｸｾｲ 

ﾋﾟﾗｶﾝｻｽ 

ﾌﾟﾘﾍﾞｯﾄ 

マ行 
ﾏｷ(ｲﾇﾏｷ) 

ﾏﾂ 

ﾏﾃﾊﾞｼｲ 

ﾓｯｺｸ 

ﾓﾐ 

ﾓﾁﾉｷ 

ﾒﾀｾｺｲﾔ 

ﾓﾐｼﾞ類  

ﾏﾀﾞｹ※1 

ﾓｳｿｳﾁｸ※1 

ﾏﾝﾘｮｳ 

ﾐｶﾝ 

ﾏｻｷ 

ﾑｸｹﾞ 

ﾓｸﾚﾝ 

ﾓｸｾｲ 

ﾏｻｷ 

ヤ行 
ﾔﾌﾞﾂﾊﾞｷ 

ﾔﾏﾓﾓ 

ﾕｽﾞﾘﾊ 

ﾔﾏｻﾞｸﾗ 

ﾔﾏﾎﾞｳｼ 

ﾔﾏﾓﾐｼﾞ 

ﾕﾘﾉｷ 

ﾔﾂﾃﾞ 

ﾔﾏﾂﾂｼﾞ(市の花) 

ﾔﾏﾌﾞｷ  

ラ行 
 ﾘｮｳﾌﾞ  ﾚﾝｷﾞｮｳ 

ﾗｲﾗｯｸ 

ﾛｰﾊﾞｲ 

 

 竹類は寿命が短いことから、竹林の形態となるものを除き、それ以外の樹木が望ましい。 

 このリストにない樹木やリストにあっても標準的ではない高さである場合は、事前に確認すること。
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４ 風致地区内行為許可標識について 

 許可を受けた者は、規則第 6 条の規定により、当該行為の期間中は、当該許可に係わる行為

を行う場所の見やすい箇所に、必要事項を記入した風致地区内行為許可標識【別記様式第 15

号】を表示しなければなりません。なお、標識の大きさは、縦 25 センチメートル以上、横 35 センチメー

トル以上としてください。 
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５ 申請書等の記入例 

各様式は、館林市のホームページからダウンロードすることができます。 

(1) 許可申請書（協議書、通知書） 

 

 

別記様式第１号（第２条関係） 

風致地区内行為許可申請書 

令和○○年 ○月 ○日   

館林市長 様 

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）   

 

 ○○県○○市○○町○○-○○           

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）   

 

 ○○ ○○                    

 

電話（○○○○） ○○ ― ○○○○       

館林市風致地区内における建築等の規制に関する条例第２条第１項の規定により、風致地区

内の行為の許可を受けたいので、次のとおり関係書類を添えて申請します。 

風致地区の名称              ○○風致地区 

行 為 地 館林市○○町○○-○○ 地 目 ○○ 

許 可 を 受 け
よ う と す る
行 為 の 種 類 

□ 建築物の新築・改築・増築・移転 
□ 工作物の新築・改築・増築・移転 
□ 宅地の造成・土地の開墾・その他土地の形質の変更 
□ 木竹の伐採 
□ 土石の類の採取 
□ 水面の埋立て・干拓 
□ 建築物等の外装の色彩の変更 
□ 屋外における土石・廃棄物・再生資源の堆積 

着  手・完  了
予 定 年 月 日 

着 手 令和○○年 ○月 ○日 
完 了 令和○○年 ○月 ○日 

他の法令による
許 認 可 の 要 否 要・否 

許認
可の
名称 

 
許認可の
有無及び
年 月 日 

 有 無 

年 月 日第 号 

そ の 他 参 考 と
な る べ き 事 項      

※ 受    付      

 注１ ２種類以上の許可を要する行為を同時に行うとき又は引き続き他の許可を要する行為

を行うときは、「許可を受けようとする行為の種類」の項にこれらの行為を併記して必要

な書類（重複するものを除く。）を添付して申請すること。ただし、特別の理由がある場

合は、この限りでない。 

  ２ 申請者は、※印の欄に記入しないこと。 

✓ 
✓ 

2 つ以上の行為に該当する場合は１枚
の申請書で提出することができます。  

開発許可、盛土規制法等の許可を要す
る場合は、記入してください。  
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ア 協議の場合※    部分を書き換えてください 

 「許可申請書」を「協議書」に書き換え 

 「第 2 条第 1 項」を「第 2 条第 3 項」に書き換え 

 「の許可を受けたいので」を「について」に書き換え 

 「申請」を「協議」に書き換え（3 箇所） 

 「許可を受けようと」を「協議」に書き換え（2 箇所） 

 「許可」を「協議」に書き換え（2 箇所） 

イ 通知の場合※    部分をき換えてください 

 「許可申請書」を「通知書」に書き換え 

 「第 2 条第 1 項」を「第 3 条第 1 項」に書き換え 

 「の許可を受けたいので」を「について」に書き換え 

 「申請」を「通知」に書き換え（3 箇所） 

 「許可を受けようと」を「通知」に書き換え（2 箇所） 

 「許可」を「通知」に書き換え（2 箇所）
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(2) 行為内容書（建築物の場合） 

 

 

別記様式第２号（第２条関係） 

行 為 内 容 書 

（建築物の場合） 

敷 地 面 積 
○○○.○○平方メートル          

建 築 面 積 申請 
○○○.○○ 

平方メートル 
既存 

 

平方メートル 
合計 

○○○.○○ 

平方メートル 

延 床 面 積 申請 
○○○.○○ 

平方メートル 
既存 

 

平方メートル 
合計 

○○○.○○ 

平方メートル 

建 ぺ い 率 
○○.○○ パーセント 

壁 面 後 退

距 離 

道路 申請 
○.○○ メートル 

既存 
メートル 

隣地 申請 
○.○○ メートル 

既存 
メートル 

高 さ 申請 
○○.○○ メートル 

既存 
メートル 

地盤面の高低差 申請 
○.○○ メートル 

既存 
メートル 

階 数 地下 
階  

地上 
○ 階  

用 途 住宅  店舗  工場  倉庫  併用(   ) その他(   ) 

構 造 木造 石造 鉄骨造 ブロック造 鉄筋コンクリート造 その他(  ) 

仕上材料と

色 彩 

屋根 ｶﾗｰｶﾞﾙﾊﾞﾘｳﾑ鋼板立平葺 グレー色（マンセル値5Y7/0.5） 

外壁 窯業系サイディング クリーム色（マンセル値5Y8.5/1.5） 

塀 材 料 と 色 彩 アルミ製 ライトグレー色 （マンセル値5Y7.5/1） 

概 要  

 

色彩見本、カタログ、またはマンセル値等を
参考資料として添付してください。  

配置図に後退距離を
記載してください。  

既存建築物がある場合
は記載してください。  
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(3) 植栽内容書 

 【建築物の建築】、【宅地の造成】、【木竹の伐採（建築物の存する敷地内及び宅地の造

成等に係る土地の場合）】の申請には、植栽内容書の添付が必要となります。 

植 栽 内 容 書 

 
 

 既存の木竹の有無、 

 状 況 及 び 取 扱 い 

 

 

 

 □ 

 

 建 

 築 

 物 

 の 

 新 

 築 

敷

地 

内 

 敷 地 面 積 ○○.○○ ㎡ 

 緑 化 率 ○○.○○ ％ 

 緑 地 面 積 ○○.○○ ㎡    〔敷地面積×緑化率／１００〕 

 植 

 

 栽 

 

 本 

 

 数 

 必 要 

 植 栽 

 本 数 

 高木  算式  (緑地面積) ○○.○○㎡ ×  1/10 ＝ ○.○  本数 ○ 本 

 低木  算式  (緑地面積) ○○.○○㎡ ×  2/10 ＝ ○.○  本数 ○ 本 

 植 栽 

 計 画 

 本 数 

 高木  新植 ○ 本  既存                 本  合計 ○ 本 

 低木  新植 ○ 本  既存                 本  合計 ○ 本 

 

 

 □ 

 

 宅 

 地 

 の 

 造 

 成 

 等 

土 

地 

内 

 形 質 変 更 面 積                                       ㎡ 

 緑 地 率                                       ％ 

 緑 地 面 積                                      ㎡  〔形質変更面積×緑地率／１００〕 

 植 

 

 栽 

 

 本 

 

 数 

 必 要 

 植 栽 

 本 数 

 高木  算式  (緑地面積)    ㎡ ×  1/10 ＝  本数                     本 

 低木  算式  (緑地面積)    ㎡ ×  2/10 ＝  本数                     本 

 植 栽 

 計 画 

 本 数 

 高木  新植                 本  既存                 本  合計                     本 

 低木  新植                 本  既存                 本  合計                     本 

 

 植 栽 の 予 定 期 間 

 着手            令和○○年 ○月 ○日 

 完了            令和○○年 ○月 ○日 

 

 備 考 

 

 

 

✓ 

小数点第 1 位まで
記入してください。  

小数点以下を切り上げ
した値となります。  
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６ 風致地区内行為許可承継届の記入例 

 許可受けた者に相続又は合併があったとき、許可を受けた者から行為に関する工事を施行する

権限を取得したときは、相続人又は合併後存続する法人若しくは合併により設立した法人、権限

を取得した者は、市長に届け出なければなりません。関係書類として、承継内容が確認できる書類

（契約書や登記事項証明書等）の添付が必要になります。 

 

 

別記様式第１６号（第７条関係） 

風致地区内行為許可承継届 

令和○○年 ○月 ○日   

館林市長 様 

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）   

 

 ○○県○○市○○町○○-○○           

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）   

 

 ○○ ○○                    

 

電話（○○○○） ○○ ― ○○○○       

 

館林市風致地区内における建築等の規制に関する条例施行規則第７条第３項の規定により、

次のとおり許可に基づく地位の承継について、関係書類を添えて届け出ます。 

許 可 年 月 日
及 び 許 可 番 号  令和○○年 ○月 ○日     館市発第 ○○ 号 

許可を受けた者の住所
及び氏名（法人にあっ
ては、主たる事務所の
所在地、名称及び代表
者の氏名） 

○○ ○○ 

○○県○○市○○町○○-○○ 

 

電話（○○○○） ○○ ― ○○○○ 

風 致 地 区 の 名 称 ○○風致地区 

行 為 地 館林市○○町○○-○○ 

許 可 を 受 け た
行 為 の 種 類 

□ 建築物の新築・改築・増築・移転 
□ 工作物の新築・改築・増築・移転 
□ 宅地の造成・土地の開墾・その他土地の形質の変更 
□ 木竹の伐採 
□ 土石の類の採取 
□ 水面の埋立て・干拓 
□ 建築物等の外装の色彩の変更 
□ 屋外における土石・廃棄物・再生資源の堆積 

承 継 年 月 日      令和○○年 ○月 ○日 

承 継 の 理 由 ○○○○○○○○○○○○のため 

承 継 時 の 状 況 ○○○○○○○○○○○○ 

そ の 他  

※ 受      付  

 注１ 承継内容がわかる関係図書を添付すること。 

  ２ ※印の欄に記入しないこと。 

許可書に記載されている許可
番号を記入してください。  
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７ 風致地区内行為完了届の記入例 

 許可を受けた者は、当該許可に係る行為が完了したときは、速やかに市長にその旨を届け出なけ

ればなりません。関係書類として、行為完了したことがわかる写真（カラー）の添付が必要になりま

す。なお、行為完了の確認のため、現地確認をさせていただくことがあります。 

 

別記様式第１８号（第９条関係） 

風致地区内行為完了届 

令和○○年 ○月 ○日   

館林市長 様 

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）   

 

 ○○県○○市○○町○○-○○           

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）   

 

 ○○ ○○                    

 

電話（○○○○） ○○ ― ○○○○       

 

館林市風致地区内における建築等の規制に関する条例施行規則第９条の規定により、次のと

おり許可に係る行為の完了について、関係書類を添えて届け出ます。 

許 可 年 月 日
及 び 許 可 番 号 令和○○年 ○月 ○日     館市発第 ○○ 号 

風 致 地 区 の 名 称 ○○風致地区 

行 為 地 館林市○○町○○-○○ 

許 可 を 受 け た
行 為 の 種 類 

□ 建築物の新築・改築・増築・移転 
□ 工作物の新築・改築・増築・移転 
□ 宅地の造成・土地の開墾・その他土地の形質の変更 
□ 木竹の伐採 
□ 土石の類の採取 
□ 水面の埋立て・干拓 
□ 建築物等の外装の色彩の変更 
□ 屋外における土石・廃棄物・再生資源の堆積 

行 為 の 期 間 
着 手 令和○○年 ○月 ○日 

完 了 令和○○年 ○月 ○日 

工事施工者の住所及
び氏名（法人にあっ
ては、主たる事務所
の所在地、名称及び
代表者の氏名） 

(株)○○建設 

○○県○○市○○町○○-○○ 

 

電話（○○○○） ○○ ― ○○○○ 

そ の 他  

※ 受     付  

 注１ 完了後のカラー写真を添付すること。 

  ２ ※印の欄に記入しないこと。 

許可書に記載されている許可
番号を記入してください。  

✓ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問い合わせ先 

〒374-8501 群馬県館林市城町 1 番 1 号 

館林市 都市建設部 都市計画課 計画指導係 

℡ 0276-47-5149 

メールアドレス：toshikei@city.tatebayashi.gunma.jp 


